
 

一般財団法人沖縄県水産公社について（概要） 

令和 ６ 年 ３ 月 

１ 所在地  沖縄県糸満市西崎町一丁目４番 11 号  糸満漁港北地区内 

２ 目的及び事業 

    水産公社は漁業の振興に資するための事業を推進し、併せて関連産業の振興を図ることによ

 り、本県水産業の健全な発展並びに漁業者の生活及び福利を向上させ、もって消費者への水産

 物の安定供給と地域社会の健全な発展に寄与することを目的とする。 

    この目的を達成するため下記の事業を実施する。 

    (1) 糸満漁港において地方卸売市場の開設に関すること。 

    (2) 糸満漁港の機能施設の設置及び管理に関すること。 

    (3) 糸満漁港の基本施設及び漁港機能施設の管理受託に関すること。 

    (4) 水産食品の普及に関すること。 

   (5) 糸満漁港利用者の福利に関すること。 

   (6) その他この法人の目的を達成するために必要な事業。 

 

３ 水産公社設立の背景等 

   沖縄県は、四面を海に囲まれ、南方漁場に近接するなど漁業にとって有利な地理的・自然的

  特性を有している。このような特性を活かし、本県の水産業の振興を図るため、沖縄振興開発

 計画において、「広く県外船をも対象にした開発前進及び中継基地」として糸満漁港北地区の

 整備が進められてきた。 

    同計画において当地区は、本県水産業の振興を図るための先導的な役割を担う漁港として、

 また、水産物の流通加工拠点漁港として位置づけられ、その背後地区には、水産加工団地も形

 成されている。 

    このような状況の中、糸満漁港北地区の利活用を推進することにより、水産物の流通条件を

整備し、漁業及び関連企業の健全な発展を図ることを目的として、昭和 56 年１月９日、県、

糸満市及び漁業団体等により、財団法人として沖縄県水産公社が設立された。 

    平成 26 年４月１日に一般財団法人に組織変更した。 

 

４ 事業の概要 

  水産公社設立後、糸満漁港北地区の利活用のための各種施設整備を進めた結果、昭和 59 年

９月より、当地区における本格的な水揚利用が開始された。 

  その結果、地元糸満漁協の所属漁船のほか、宮崎県を中心とした県外のマグロ漁船及び県内

外のソデイカ漁船等の利用が定着している。 

  水産公社は、給氷事業、給油事業、餌料等を預かる冷凍冷蔵保管事業、給水事業を収益事業

として実施してきたが、これらの事業は令和４年４月に関連施設とともに県漁連に譲渡した。

当公社は、令和４年 10 月 11 日に地方卸売市場を開設するとともに、船員休憩室、シャワー施

設等を運営する福利厚生事業等を行い、卸売業者である JF 沖縄魚市場有限責任事業組合(沖縄

県漁連及び糸満漁協が設立。)と協力して漁港利用漁船の増大に努めている。 

  また、県からの委託により糸満漁港北地区、高度衛生管理型荷さばき施設及び糸満漁港管理

事務所の現場管理を行っている。 
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５　組　織 （令和 ６ 年 ３ 月）

(非常勤）

(非常勤）

事業第一係 事業第二係

①　庶務・経理 ①　市場事業 ①　賃貸事業

②　予算・決算

③　福利厚生事業

④　企業誘致協力

⑤　漁港管理事業

６　役職員等 （令和 ６ 年 ３ 月）

 職  名 員数 備                     考

評 議 員 5 非常勤５名(県１名、糸満市１名、系統団体１名、その他２名）

理    事 8 非常勤８名(県１名、糸満市１名、系統団体３名、その他３名）

監    事 2 非常勤（系統団体１名、その他１名）

事務局長 1 プロパー

業務課長 1 事務局長が兼務

係    長 - 業務課長が３係長を兼務

主　　事 1 プロパー

再 雇 用 2 企画総務係１名、事業第１係１名

 合  計 評議員５名、役員10名、職員２名、再雇用２名19

備瀬 知秀

業務課長

備瀬 知秀

企画総務係

評議員
５人

理事会
全８人

監　事
２人

事務局長

専務理事

平田 明則

理事長

新里 勝也
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 役 職 名 氏   名 就 任 月 日

評　議　員 前　門　尚　美  R　 5. 4. 14

〃 當　銘　真　栄  R   2. 8.25

〃 上　原　亀　一  H 28. 4.20

〃 金　城　明　律  H 30. 6. 8

〃 糸　数　　正  R 　4. 6. 7

理  事  長 新　里　勝　也  R 　2. 6.10

専務理事 平　田　明　則 元プロパー職員 H 30. 4. 1

理    事 長　本　　正  R 　5. 4. 21

 〃 志　茂　　学  R 　5. 4. 28

 〃 亀　谷　幸　夫 H 30. 6.20

 〃 東恩納   博 H 30. 6.20

 〃 松　田　哲　行  R   5. 4. 3

 〃 當  山   清　範  R 　4. 6. 7

監    事 有　銘　寛　之  R   5. 4. 6

 〃 南風立 千枝子  H 28. 5.24

※平成26年4月１日に特例財団法人から一般財団法人に移行。全員非常勤。

金額単位：千円

出捐額
うち

基本財産
構成比 % 理 事(人) 監 事(人)

  ２５０,０００ 23,511 78.37 1 0

    ５０,０００ 4,701 15.67 1 0

      １,０００ 93 0.31 0 0

      ５,０００ 471 1.57 1 0

      ５,０００ 471 1.57 0 0

      ３,０００ 282 0.94 1 0

      ３,０００ 282 0.94 1 0

      ２,０００ 189 0.63 0 0

0 0 0 3 2

  ３１９,０００ 30,000 100 8 2

　沖縄県漁業協同組合連合会

元一般財団法人沖縄県水産公社理事長、県OB

元財団法人沖縄県水産公社理事長、県OB

一般社団法人沖縄県漁業無線協会事務局長

８　出 捐 状 況

沖縄県農林水産部農漁村基盤統括監

糸満市経済部長

公認会計士・税理士

　沖　　　縄　　　県

　糸　　　満　　　市

所 属 機 関・役 職 名

沖縄県農林水産部長

糸満市長

沖縄県漁業協同組合連合会会長

８　　　機　　　関

　沖縄県信用漁業協同組合連合会

　糸満漁業協同組合

　沖縄県近海鮪漁業協同組合

　沖縄県蒲鉾水産加工業協同組合

　そ　　　の　　　他

　伊　良　部　町

団   　　  体   　　  名

(令和６年３月現在)

沖縄県鮮魚卸流通協同組合理事長

７　役員等名簿 (令和６年３月現在)

糸満漁業協同組合組合長

沖縄県近海鮪漁業協同組合組合長

沖縄県漁業協同組合連合会専務理事

全国漁業信用基金協会沖縄支所担当理事
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